
資料４

１　固定価格買取制度の概要
　

（１）再生可能エネルギー源（太陽光、風力、水力、地熱、バイオマス）を用いて発電された電気を

　　 一定期間、一定価格で電気事業者が買取ることを義務付け

（２）電気事業者が買取りに要した費用は、電気の使用量に比例した全国一律の賦課金によって、

　　 電気料金の一部として使用者が負担

２　企業局の対象発電所の概要
（単位：円／ｋＷｈ）

３　利益の見込み（Ｈ２４年度決算時点）
　（単位：百万円）

４　利益活用の考え方
　

（１）再生可能エネルギー特別措置法の目的に従い、３つの柱で広く県民に利益還元

　①再生可能エネルギー源の利用促進

　（１）制度の目的　②エネルギーの安定供給や省エネルギー対策

　（１）制度の目的　③エネルギーの利用による環境への負荷の低減や地球温暖化対策

（２）具体的な活用

　①一般会計、企業会計あわせた県全体で有効に使うよう、毎年の予算編成を通じて、新規・継続の各種

　　 事業に予算化

　②平成２４年度の利益１億４千万円については、平成２６年度の一般会計事業での活用を想定し、

　　 電気事業会計の 「地域振興積立金」に積み立て （利益処分及び決算認定議案を９月議会に提出）

　③利益活用の全体については、期間が１８年間と長期に亘ること、エネルギー政策の方向性が不透明な

　　 ことから、今後の状況をよくみながら検討

再生可能エネルギーの固定価格買取制度に係る利益の活用について
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志津見 Ｈ２３．４ １８年９月

勝　 地 Ｈ１２．１０ ８年３月

隠岐大峯山風力 Ｈ１６．２ １１年７月

江津高野山風力 Ｈ２１．２ １６年６月
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